
株式に関するお手続きの方法は以下のとおりとなっており
ます。

事 業 年 度 毎年4月1日から翌年3月31日まで

定 時 株 主 総 会 毎年6月下旬開催

1単元の株式の数 100株

基　　準　　日  定時株主総会 毎年3月31日
 期末配当金 毎年3月31日
 中間配当金 毎年9月30日
 そのほか必要があるときは、
 あらかじめ公告して定めた日

株主名簿管理人  東京都千代田区丸の内一丁目4番5号
特別口座管理機関 三菱UFJ信託銀行株式会社

同事務取扱場所  東京都千代田区丸の内一丁目4番5号
 三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

　(郵便物送付先) 〒137-8081
 東京都江東区東砂七丁目10番11号
 三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

  (電話照会先) フリーダイヤル　0120-232-711

　(インターネット
    ホームページURL）　　

公 告 の 方 法  電子公告

　
上場証券取引所  東京証券取引所
　　　　　　　　　福岡証券取引所

http://www.takada.co.jp/

配当金のお支払について

配当金は、支払開始の日から満3年(除斥期間)を経過します
と、当社定款の定めにより、お支払できなくなりますので、お
早めにお受け取りください。未払配当金の支払のお申出は、
左記の三菱UFJ信託銀行にご照会ください。
※株券電子化後は、従来の配当金振込口座のご指定方法に
加えて、あらかじめ登録した一つの預金口座で株主様の
保有しているすべての銘柄の配当金の受け取りや、証券
会社の口座での配当金の受け取りが可能となりました。
詳しくはお取引口座のある証券会社にご照会ください。

単元未満株式を保有されている株主様へ

単元未満株式(100株未満の株式)をお持ちの場合、当社に
対して以下の請求を行うことができます。
・単元未満株式の買取の請求(買取請求)
・単元株式に不足する数の株式の買増の請求(買増請求)
お手続きの詳細につきましては、証券会社の口座を利用さ
れている株主様は証券会社に、また、特別口座に記録されて
いる株主様は三菱UFJ信託銀行にお問い合わせください。

住所変更などのご連絡について

お取引口座のある証券会社にご照会ください。
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株券電子化前に「ほふり」（株式会社証券保管振替機構）を
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である三菱UFJ信託銀行に特別口座を開設いたしておりま
す。左記の三菱UFJ信託銀行にご照会ください。

●特別口座に記録されている株主様

http://www.tr.mufg.jp/daikou/

http://www.takada.co.jp/

〒806-8567 北九州市八幡西区築地町1番1号

なお、やむを得ない事由により、電子公
告によることができない場合は、日本
経済新聞に掲載いたします。

■株主メモ ■株式事務手続き 第70 期 中間報告書
平成28年4月1日から平成28年9月30日まで

株主の皆様へ
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株主の皆様へ

　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　ごあいさつに先立ちまして、株主の皆様におかれましては、当社グループの不適切な会計処理・取引並びにそれに伴う金融商品取引法
に基づく過年度決算訂正により、多大なるご迷惑とご心配をおかけいたしておりますことを、心より深くお詫び申しあげます。
　当社グループは、第三者委員会が認定した事実と原因分析に基づいた再発防止策の提言内容を真摯に受け止め、平成28年8月30日付
「不適切な会計処理・取引に対する再発防止策の策定等に関するお知らせ」のとおり、具体的な再発防止策を策定いたしました。本再発
防止策の策定方針である、「部門横断的な全社レベルでの管理・統制機能の再構築」、「法令に基づく原理原則に則った会社しくみへの
移行」、「第三者の客観的な視点を意識した業務改革諸施策の実行と浸透」に基づき、二度とこのような不祥事が起こらないよう、全社
一丸となって構造的変革・法令遵守に努め、社業に邁進しております。
　また、平成28年9月2日開催の臨時株主総会において、当社における再発防止策及び全社管理体制の再構築を推進していくための
新たな取締役体制が承認可決され、本体制のもと、当社の企業価値の再生を図っていくための、迅速かつ的確な対応を行っております。
　さて、ここに当社グループ第70期中間期（平成28年４月１日から平成28年９月30日まで）の業績をとりまとめましたので、その概要を
ご報告申しあげます。
　当中間期における当社グループの関連するプラント業界は、お客様の生産設備の統廃合や海外移転の動向が進展する中、材料費や
人件費等の上昇による企業収益の圧迫等のリスクもあり、厳しい経営環境が継続いたしました。
　このような状況下、当社グループといたしましては、企業価値の再生を図っていくための具体的な再発防止策を推進することを最優先
課題として対応していくとともに、平成27年度から平成29年度までを実施期間とする『中期経営計画』の２年目として、基本方針であり
ます『「成長する産業分野での拡大」・「既存事業の維持・拡大」を軸に、付加価値・生産性の向上を図り、事業構造変革を強力に推進する』
のもと、各事業(プラント事業・エンジニアリング事業・原子力事業・海外事業・装置事業)の重点施策等への取組みを推進中であります。
　その結果、当中間期の売上面につきましては、電力設備、社会インフラ設備及びエレクトロニクス関連設備の建設工事が減少したもの
の、化学プラントの定修工事や石油・天然ガスプラント等の建設工事が増加したことにより、売上高は229億５千１百万円(前年同期比
12.0％増)となりました。
　また、損益面につきましては、売上高の増加に加え、コストダウンの推進及び連結子会社である高田プラント建設株式会社の外販取引
の増加等により、営業利益は10億７千５百万円(前年同期比14.3％増)、経常利益は10億６千９百万円(前年同期比19.6％増)となりま
したが、第１四半期連結累計期間に過年度決算訂正関連費用として特別損失が生じたことなどから、親会社株主に帰属する中間純利益
は２億５千８百万円(前年同期比61.5％減)となりました。
　今後も国内景気は、緩やかな回復基調で推移することが考えられますが、プラント業界では受注環境の不透明感や熾烈な価格競争が
継続することが予想されます。
　今後につきましては、『中期経営計画』の基本方針のもと、各事業の方向性に基づき、各施策を着実に実行していくとともに、「新たな
事業分野の拡大」、「付加価値の向上」、「利益体質の定着」を図るとともに、今後も当社の企業価値の再生に向けての具体的な再発防止策
を推進してまいります。
　株主の皆様におかれましては、今後とも引続き一層のご支援、ご鞭撻を賜りますようお願い申しあげます。
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第69期
（H28.3）

47,637

23,774

第68期
（H27.3）

（単位：百万円） （単位：百万円）

◉工事種別受注工事高・完成工事高（個別）
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天然ガス
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化学プラント
84億円42%

受注工事高 199億円 完成工事高 198億円

平成28年4月1日から平成28年9月30日まで

中間期 通期

（　）内の数値は、平成28年11月7日の第2四半期決算発表時点での予想数値であります。
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人間創造

技術創造

事業創造

新｢技・能｣創造
人を育て、技術を磨き、事業を創る。

代表取締役社長

髙田　寿一郎

■過年度決算訂正について
本報告書に記載の業績情報はすべて過年度決算訂正が反映されております。
具体的な訂正内容などの詳しい決算情報につきましては、当社ホームページを
ご覧ください。（http://www.takada.co.jp/）
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トピックス

当社グループは、今回の不適切な会計処理・取引の問題を受け、再発防止策を策定いたしました。
二度とこのような不祥事が起こらないよう、現在、企業風土改革を進めております。
※本頁では、再発防止策の進捗状況として、「コーポレート・ガバナンス機能の再構築」についてご報告申しあげます。

ⅰ）ガバナンス委員会 （平成 28 年９月１日付）

①再発防止策の実効性を確保するための外部有識者等の活用
◇ 会社外部の有識者をトップとした諮問機関の設置

【構成】
ⅱ）業務改革委員会 （平成 28 年９月１日付）

【目的】取締役会の任意の諮問機関として、
不正リスクの識別と評価、不正の兆候の把握

外部有識者（公認会計士）
業務改革担当取締役
本社部門長

【構成】

本社、場所部門横断による再発防止策の検討と導入
取締役会決議に基づく、再発防止策の確実な実行
再発防止策の定着状況の定期的な評価

【目的】

②全社レベルでの統制機能強化を念頭に置いた本社組織の見直し（一部抜粋）

◇ 内部監査部の機能強化 （平成 28 年 10月１日付）
・内部監査要員の増員
・不正の兆候に対する調査と改善措置までの責任と権限付与

◇ コンプライアンス推進室機能の改善
　　　　　　　　　　　　　　　（平成 28 年 10月 21日付）

・新たに取引先等も対象にした外部通報窓口の設置

◇ 法務部の新設 （平成 28 年 10月１日付）
・各種法務リスク対応機能を集約し、顧客契約、訴訟、
   建設業法、知財をはじめとした各種法務リスクに対応

◇ 業務改革部の新設 （平成 28 年７月９日付）
・実効性の高い再発防止策の導入の推進

外部有識者（弁護士）
社外取締役
社外取締役・監査役

委員長：

委 員：

委員長：
副委員長：
委 員：
外部コンサルタント

副委員長：
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計算書類（要旨） 計算書類（要旨）

流 動 資 産

資 産 合 計

22,001,685

31,093,452

固 定 資 産

有形固定資産
無形固定資産
投資その他の資産

7,204,002
138,283

1,968,746

9,091,766
7,065,433
110,489

1,915,843

流 動 負 債

負 債 合 計

17,224,172

21,764,271
固 定 負 債

18,138,703

27,449,735

9,311,032

13,415,466

18,050,842
4,635,376 4,540,099

純 資 産 合 計

株 主 資 本 11,116,684
資　本　金
利益剰余金
自 己 株 式

3,642,350
7,498,868
△24,534

11,275,475
3,642,350
7,657,659
△24,534

その他の包括利益累計額 △2,048,132
その他有価証券評価差額金
土地再評価差額金
為替換算調整勘定
退職給付に係る調整累計額

284
△592,028
△225,134

△1,231,253

△2,213,460
△3,823

△592,028
△482,598

△1,135,010

非支配株主持分 267,165
9,398,892 9,329,180

（単位：千円）連結貸借対照表
科　　　　目 第70期 平成28年9月30日現在

資
産
の
部

負債純資産合計 27,449,735 31,093,452

　資産合計は、310億９千３百万円で、前連結会計年度末より、36億４千３百万円増加となりました。増加
の主な要因は、受取手形・完成工事未収入金等が32億９千９百万円、未成工事支出金が８億５千４百万円
増加したこと等によるものです。

　負債合計は、217億６千４百万円で、前連結会計年度末より、37億１千３百万円増加となりました。増加
の主な要因は、支払手形・工事未払金等が９億５千６百万円、短期借入金が33億４千３百万円増加した
こと等によるものです。

　純資産は、93億２千９百万円で、前連結会計年度末より、６千９百万円減少となりました。減少の主な要因
は、利益剰余金が１億５千８百万円増加したものの、為替換算調整勘定が２億５千７百万円減少したこと等に
よるものです。

完 成 工 事 高

経 常 利 益

完成工事原価

　完成工事総利益

販売費及び一般管理費

22,951,313

1,069,827

20,469,305

2,482,008

1,406,043

営業外収益

営業外費用

52,899

59,036

特別利益

特別損失

　税金等調整前中間純利益

1,478

590,717

480,589

営 業 利 益

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

中間純利益

非支配株主に帰属する中間純利益又は
非支配株主に帰属する中間純損失（△）

231,807

△2,519

251,301

△7,533

親会社株主に帰属する中間純利益

1,075,964

258,835

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物に係る換算差額

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）

現金及び現金同等物の期首残高

現金及び現金同等物の期末残高

△3,308,464

△105,797

3,229,811

△159,374

△343,824

2,350,894

2,007,070

57,350

△191,173

182,628

△110,169

△61,364

1,968,959

1,907,595

（単位：千円）連結損益計算書

流 動 資 産

資 産 合 計

15,417,070 19,612,818

24,744,589 28,890,667

固 定 資 産 9,327,518

有形固定資産
無形固定資産
投資その他の資産

6,475,971
137,301

2,714,245

9,277,848

6,429,996
109,590

2,738,261

流 動 負 債

負 債 合 計

12,753,112 16,780,886

15,568,531 19,661,663

固 定 負 債 2,815,419 2,880,777

純 資 産 合 計

株 主 資 本 9,767,802

資本金
利益剰余金
自己株式

3,642,350
6,149,986
△24,534

9,824,855

3,642,350
6,207,039
△24,534

評価・換算差額等 △591,744

その他有価証券評価差額金

土地再評価差額金

284

△592,028

△595,851

△3,823

△592,028

9,176,057 9,229,003

（単位：千円）個別貸借対照表

負債純資産合計 24,744,589 28,890,667

負
債
の
部

純
資
産
の
部

完 成 工 事 高

経 常 利 益

完成工事原価
　完成工事総利益
販売費及び一般管理費

営業外収益
営業外費用

特別利益
特別損失
　税引前中間純利益

営 業 利 益

法人税、住民税及び事業税
法人税等調整額

中 間 純 利 益

19,858,142

898,623

17,789,511
2,068,630
1,204,769

86,767
52,004

─
590,710
307,913

149,952
863

863,861

157,097

1 資 産 の 部

2 負 債 の 部

3 純資産の部

科　　　目 第70期
平成28年4月1日から平成28年9月30日まで

科　　　目 第70期
平成28年9月30日現在

（単位：千円）連結キャッシュ・フロー計算書

資
産
の
部

1

純
資
産
の
部

負
債
の
部

2

3

第69期 平成28年3月31日現在 第69期
平成28年3月31日現在

第69期
平成27年4月1日から平成27年9月30日まで

科　　　目 第70期
平成28年4月1日から平成28年9月30日まで

第69期
平成27年4月1日から平成27年9月30日まで

330,340

20,495,602

894,675

18,171,207

2,324,394

1,383,154

39,433

85,997

71,230

21,425

944,480

156,987

115,215

672,277

399

941,239

671,878

18,012,423

889,012

15,923,949
2,088,473
1,193,366

76,309
82,403

70,740
21,417
938,335

143,377
114,984

895,106

679,973

（単位：千円）個別損益計算書

科　　　目 第70期
平成28年4月1日から平成28年9月30日まで

第69期
平成27年4月1日から平成27年9月30日まで
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計算書類（要旨） 計算書類（要旨）

流 動 資 産

資 産 合 計

22,001,685

31,093,452

固 定 資 産

有形固定資産
無形固定資産
投資その他の資産

7,204,002
138,283

1,968,746

9,091,766
7,065,433
110,489

1,915,843

流 動 負 債

負 債 合 計

17,224,172

21,764,271
固 定 負 債

18,138,703

27,449,735

9,311,032

13,415,466

18,050,842
4,635,376 4,540,099

純 資 産 合 計

株 主 資 本 11,116,684
資　本　金
利益剰余金
自 己 株 式

3,642,350
7,498,868
△24,534

11,275,475
3,642,350
7,657,659
△24,534

その他の包括利益累計額 △2,048,132
その他有価証券評価差額金
土地再評価差額金
為替換算調整勘定
退職給付に係る調整累計額

284
△592,028
△225,134

△1,231,253

△2,213,460
△3,823

△592,028
△482,598

△1,135,010

非支配株主持分 267,165
9,398,892 9,329,180

（単位：千円）連結貸借対照表
科　　　　目 第70期 平成28年9月30日現在

資
産
の
部

負債純資産合計 27,449,735 31,093,452

　資産合計は、310億９千３百万円で、前連結会計年度末より、36億４千３百万円増加となりました。増加
の主な要因は、受取手形・完成工事未収入金等が32億９千９百万円、未成工事支出金が８億５千４百万円
増加したこと等によるものです。

　負債合計は、217億６千４百万円で、前連結会計年度末より、37億１千３百万円増加となりました。増加
の主な要因は、支払手形・工事未払金等が９億５千６百万円、短期借入金が33億４千３百万円増加した
こと等によるものです。

　純資産は、93億２千９百万円で、前連結会計年度末より、６千９百万円減少となりました。減少の主な要因
は、利益剰余金が１億５千８百万円増加したものの、為替換算調整勘定が２億５千７百万円減少したこと等に
よるものです。

完 成 工 事 高

経 常 利 益

完成工事原価

　完成工事総利益

販売費及び一般管理費

22,951,313

1,069,827

20,469,305

2,482,008

1,406,043

営業外収益

営業外費用

52,899

59,036

特別利益

特別損失

　税金等調整前中間純利益

1,478

590,717

480,589

営 業 利 益

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

中間純利益

非支配株主に帰属する中間純利益又は
非支配株主に帰属する中間純損失（△）

231,807

△2,519

251,301

△7,533

親会社株主に帰属する中間純利益

1,075,964

258,835

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物に係る換算差額

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）

現金及び現金同等物の期首残高

現金及び現金同等物の期末残高

△3,308,464

△105,797

3,229,811

△159,374

△343,824

2,350,894

2,007,070

57,350

△191,173

182,628

△110,169

△61,364

1,968,959

1,907,595

（単位：千円）連結損益計算書

流 動 資 産

資 産 合 計

15,417,070 19,612,818

24,744,589 28,890,667

固 定 資 産 9,327,518

有形固定資産
無形固定資産
投資その他の資産

6,475,971
137,301

2,714,245

9,277,848

6,429,996
109,590

2,738,261

流 動 負 債

負 債 合 計
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15,568,531 19,661,663
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株 主 資 本 9,767,802

資本金
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△24,534

9,824,855
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負債純資産合計 24,744,589 28,890,667

負
債
の
部

純
資
産
の
部

完 成 工 事 高

経 常 利 益

完成工事原価
　完成工事総利益
販売費及び一般管理費
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─
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157,097

1 資 産 の 部

2 負 債 の 部

3 純資産の部

科　　　目 第70期
平成28年4月1日から平成28年9月30日まで

科　　　目 第70期
平成28年9月30日現在

（単位：千円）連結キャッシュ・フロー計算書

資
産
の
部

1

純
資
産
の
部

負
債
の
部

2

3

第69期 平成28年3月31日現在 第69期
平成28年3月31日現在

第69期
平成27年4月1日から平成27年9月30日まで

科　　　目 第70期
平成28年4月1日から平成28年9月30日まで

第69期
平成27年4月1日から平成27年9月30日まで

330,340

20,495,602

894,675

18,171,207

2,324,394

1,383,154

39,433

85,997

71,230

21,425

944,480

156,987

115,215

672,277

399

941,239

671,878

18,012,423

889,012

15,923,949
2,088,473
1,193,366

76,309
82,403

70,740
21,417
938,335

143,377
114,984

895,106

679,973

（単位：千円）個別損益計算書

科　　　目 第70期
平成28年4月1日から平成28年9月30日まで

第69期
平成27年4月1日から平成27年9月30日まで
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当社グループの概況 当社グループの概況(平成28年9月30日現在) (平成28年9月30日現在)

当社の概要

鉄鋼、化学、石油、ガス、電力、原子力、海洋
開発、都市開発、自動車、通信、新素材、バイ
オテクノロジー、エレクトロニクス、ガラス、
食品、医薬品、物流などの各種産業設備及
び水処理、廃棄物処理その他公害防止設備
などに関する設計、製作、据付、配管、電気、
計装及び保全・修理事業、並びにこれらに
関連する事業

名　称 
株式会社 高田工業所

 （TAKADA CORPORATION）

所在地
 〒806-8567　

 北九州市八幡西区築地町1番1号

創　業 昭和15年9月26日

設　立 昭和23年6月30日

従業員 1,505名

資本金 36億4,235万円

決算期 3月

主要な事業内容

特定建設業許可

建築工事業

電気工事業

とび・土工工事業

管工事業

鋼構造物工事業

塗装工事業

機械器具設置工事業

一般建設業許可

電気工事業の業務の
適正化に関する法律

電気通信工事業

消防施設工事業

通知電気工事業者

労働安全衛生法 各種製造許可　（第一種圧力容器、ボイラー、
クレーン、デリック、ゴンドラ）

電気事業法 各種溶接の方法の確認

ガス事業法 各種溶接の方法の確認

高圧ガス保安法 大臣認定試験者（管類）の認定

許認可等の状況

原子炉等規制法 各種溶接の方法の認可

建

　
設

　
業

　
法

設　　　　　立 昭和56年９月１日

資　　本　　金 

持　株　比　率 100％

代表取締役社長 山﨑　渡

高田プラント建設株式会社

20,000千円

シンガポール・タカダ・インダストリーズ・
プライベート・リミテッド

プラント事業

物品販売・サービス事業

設　　　　　立 昭和46年2月１5日

資　　本　　金 

持　株　比　率 99.9％

代表取締役社長 安武　信一

S$9,500千

スリ・タカダ・インダストリーズ(マレーシア)・
エスディエヌ・ビーエッチディ
設　　　　　立 昭和57年9月9日

資　　本　　金 

持　株　比　率 55％

代表取締役社長 西村　明博

RM3,200千

高田サービス株式会社

設　　　　　立 昭和57年4月１日

資　　本　　金 

持　株　比　率 100％

代表取締役社長 牟田　郁二

65,000千円

ホームページのご紹介
株主・投資家の皆様に対して、最新のニュースや企業情報、
IR情報など、積極的に情報開示を行っておりますので、
是非ご活用ください。

（注）1.　　　は、連結子会社です。
2.　　　は、非連結子会社です。

（注）

高田サービス
株式会社

株式会社
高田工業所
（当社）

顧　　客

高田
プラント建設
株式会社

スリ・タカダ・
インダストリーズ
（マレーシア）・
エスディエヌ・
ビーエッチディ

シンガポール・
タカダ・

インダストリーズ・
プライベート・
リミテッド

その他
1社

タイ・タカダ・
カンパニー・
リミテッド

キクチ・
インダストリー
（タイランド）・
カンパニー・
リミテッド

（シンガポール高田工業）

（高田マレーシア）

（タイ高田） （菊池タイ）
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などに関する設計、製作、据付、配管、電気、
計装及び保全・修理事業、並びにこれらに
関連する事業
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株式会社 高田工業所

 （TAKADA CORPORATION）

所在地
 〒806-8567　

 北九州市八幡西区築地町1番1号

創　業 昭和15年9月26日

設　立 昭和23年6月30日

従業員 1,505名

資本金 36億4,235万円

決算期 3月

主要な事業内容

特定建設業許可
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電気工事業

とび・土工工事業
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許認可等の状況

原子炉等規制法 各種溶接の方法の認可
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法

設　　　　　立 昭和56年９月１日

資　　本　　金 

持　株　比　率 100％

代表取締役社長 山﨑　渡
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20,000千円
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設　　　　　立 昭和46年2月１5日

資　　本　　金 

持　株　比　率 99.9％

代表取締役社長 安武　信一

S$9,500千

スリ・タカダ・インダストリーズ(マレーシア)・
エスディエヌ・ビーエッチディ
設　　　　　立 昭和57年9月9日
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代表取締役社長 西村　明博
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（注）

高田サービス
株式会社

株式会社
高田工業所
（当社）

顧　　客

高田
プラント建設
株式会社

スリ・タカダ・
インダストリーズ
（マレーシア）・
エスディエヌ・
ビーエッチディ

シンガポール・
タカダ・

インダストリーズ・
プライベート・
リミテッド

その他
1社

タイ・タカダ・
カンパニー・
リミテッド

キクチ・
インダストリー
（タイランド）・
カンパニー・
リミテッド

（シンガポール高田工業）

（高田マレーシア）

（タイ高田） （菊池タイ）



9 10

T
A
K
A
D
A
 C
O
R
P
O
R
A
T
IO
N
 >
>
 第
70期

中
間
報
告
書
 >
>
 2
0
1
6
.4
.1
 ～
 2
0
1
6
.9
.3
0

T
A
K
A
D
A
 C
O
R
P
O
R
A
T
IO
N
 >
>
 第
70期

中
間
報
告
書
 >
>
 2
0
1
6
.4
.1
 ～
 2
0
1
6
.9
.3
0

ネットワーク／役員の状況 株式の状況 (平成28年9月30日現在)(平成28年9月30日現在)

●本社　　

●支店
　　東京、大阪、九州

●支社
　　君津、中四国、八幡

●事業所
　　鹿島、京葉、四日市、長浜、
　　大阪

●工場
　　本社、君津、四日市、長浜、
　　水島、宇部

●海外支店
　　東南アジア
●海外子会社
　　シンガポール高田工業、高田マレーシア、タイ高田、菊池タイ

国内ネットワーク

海外ネットワーク

役員の状況

【取締役・監査役】

髙　田　寿一郎
川　上　秀　二
吉　松　哲　夫
福　永　博　文
能　丸　芳　幸
牟　田　郁　二
原　田　　　康
福　田　豊　彦
深　町　雪　登
山　本　周　一
小　幡　　　修
奥　村　勝　美

　

田　所　　　弘
近　藤　雄　介
嘉　納　康　二
長谷川　啓　司
岩　本　健太郎

【執行役員】

代 表 取 締 役 社 長
取 締 役 兼 執 行 役 員
取 締 役 兼 執 行 役 員
取 締 役 兼 執 行 役 員
取 締 役 兼 執 行 役 員
取 締 役 兼 執 行 役 員
取 締 役
取 締 役
常 勤 監 査 役
常 勤 監 査 役
監 査 役
監 査 役
（※1）社外取締役
（※2）社外監査役
　

執 行 役 員
執 行 役 員
執 行 役 員
執 行 役 員
執 行 役 員

◉大株主の状況

0
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1,000

第66期
（H25.3）

第67期
（H26.3）

第69期
（H28.3）

第68期
（H27.3）

第70期中間
（H28.9）

H28.4 7 8 95 6

◉株価の推移

◉会社が発行する株式の総数
普通株式
B種株式
D種株式
E種株式

41,383,800株
5,000,000株

4,000,000株
1,000,000株

◉発行済株式総数
普通株式
B種株式

7,220,950株
3,950,000株

◉株主数
普通株式
B種株式

1,795名
1名

4,262
785
404
367
281
281
113
100
77
75

41.47
7.64
3.94
3.58
2.74
2.74
1.10
0.97
0.76
0.74

株主名 持株数（千株） 持株比率（％）

※1.当社は、自己株式を891,669株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
　2.持株比率は、自己株式を控除して算出しております。
　3.株式会社福岡銀行が保有する当社株式には、優先株式（B種株式）3,950,000株が含まれております。
　　なお、本優先株式は議決権を有しておりません。

※株価は、平成25年7月15日までは大阪証券取引所市場第二部、平成25年7月16日以降は東京証券取引所市場第二部におけるものです。

最近5年間の事業年度別最高・最低株価 最近6ヶ月間の月別最高・最低株価

20.84%
金融機関・証券会社

18.56%
その他法人59.01%

個人その他

1.59%
外国法人・個人

所有者別分布状況 所有株数別分布状況

◉株式の分布状況（普通株式）

株 式 会 社 福 岡 銀 行

西 日 本 興 産 株 式 会 社

新 日 鐵 住 金 株 式 会 社

高 田 工 業 所 社 員 持 株 会

株式会社三菱東京UFJ銀行

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行

蒲 生 逸 郎

嶋 　 陽 一

楽 天 証 券 株 式 会 社

株 式 会 社 S B I 証 券

23.23%
50万株以上

25.78%

10万株以上
50万株未満

13.06%

5万株以上
10万株未満

37.93%
5万株未満

0

200

400

600

800

1,000

最低株価最高株価 （単位：円） 最低株価最高株価 （単位：円）

シンガポール高田工業
東南アジア支店

本社
九州支店
八幡支社
本社工場

宇部工場

中四国支社
水島工場

大阪支店

大阪事業所

鹿島事業所

四日市事業所
四日市工場

長浜事業所
長浜工場

高田マレーシア

タイ高田
菊池タイ

君津支社
君津工場

東京支店

京葉事業所

TAKADA  CORPORATION  NETWORK

（※1）
（※1）

（※2）
（※2）
（※2）

236 273

418

228

341

967

380 378

774

494 494

422

458

392

424

378

453

397

439

410

455

414
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◉株価の推移

◉会社が発行する株式の総数
普通株式
B種株式
D種株式
E種株式

41,383,800株
5,000,000株

4,000,000株
1,000,000株

◉発行済株式総数
普通株式
B種株式

7,220,950株
3,950,000株

◉株主数
普通株式
B種株式

1,795名
1名

4,262
785
404
367
281
281
113
100
77
75

41.47
7.64
3.94
3.58
2.74
2.74
1.10
0.97
0.76
0.74

株主名 持株数（千株） 持株比率（％）

※1.当社は、自己株式を891,669株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
　2.持株比率は、自己株式を控除して算出しております。
　3.株式会社福岡銀行が保有する当社株式には、優先株式（B種株式）3,950,000株が含まれております。
　　なお、本優先株式は議決権を有しておりません。

※株価は、平成25年7月15日までは大阪証券取引所市場第二部、平成25年7月16日以降は東京証券取引所市場第二部におけるものです。

最近5年間の事業年度別最高・最低株価 最近6ヶ月間の月別最高・最低株価

20.84%
金融機関・証券会社

18.56%
その他法人59.01%

個人その他

1.59%
外国法人・個人

所有者別分布状況 所有株数別分布状況

◉株式の分布状況（普通株式）

株 式 会 社 福 岡 銀 行

西 日 本 興 産 株 式 会 社

新 日 鐵 住 金 株 式 会 社

高 田 工 業 所 社 員 持 株 会

株式会社三菱東京UFJ銀行

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行

蒲 生 逸 郎

嶋 　 陽 一

楽 天 証 券 株 式 会 社

株 式 会 社 S B I 証 券

23.23%
50万株以上

25.78%

10万株以上
50万株未満

13.06%

5万株以上
10万株未満

37.93%
5万株未満
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シンガポール高田工業
東南アジア支店

本社
九州支店
八幡支社
本社工場

宇部工場

中四国支社
水島工場

大阪支店

大阪事業所

鹿島事業所

四日市事業所
四日市工場

長浜事業所
長浜工場

高田マレーシア

タイ高田
菊池タイ

君津支社
君津工場

東京支店

京葉事業所

TAKADA  CORPORATION  NETWORK

（※1）
（※1）

（※2）
（※2）
（※2）

236 273

418

228

341

967

380 378

774

494 494

422

458

392

424

378

453

397

439

410

455

414



株式に関するお手続きの方法は以下のとおりとなっており
ます。

事 業 年 度 毎年4月1日から翌年3月31日まで

定 時 株 主 総 会 毎年6月下旬開催

1単元の株式の数 100株

基　　準　　日  定時株主総会 毎年3月31日
 期末配当金 毎年3月31日
 中間配当金 毎年9月30日
 そのほか必要があるときは、
 あらかじめ公告して定めた日

株主名簿管理人  東京都千代田区丸の内一丁目4番5号
特別口座管理機関 三菱UFJ信託銀行株式会社

同事務取扱場所  東京都千代田区丸の内一丁目4番5号
 三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

　(郵便物送付先) 〒137-8081
 東京都江東区東砂七丁目10番11号
 三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

  (電話照会先) フリーダイヤル　0120-232-711

　(インターネット
    ホームページURL）　　

公 告 の 方 法  電子公告

　
上場証券取引所  東京証券取引所
　　　　　　　　　福岡証券取引所

http://www.takada.co.jp/

配当金のお支払について

配当金は、支払開始の日から満3年(除斥期間)を経過します
と、当社定款の定めにより、お支払できなくなりますので、お
早めにお受け取りください。未払配当金の支払のお申出は、
左記の三菱UFJ信託銀行にご照会ください。
※株券電子化後は、従来の配当金振込口座のご指定方法に
加えて、あらかじめ登録した一つの預金口座で株主様の
保有しているすべての銘柄の配当金の受け取りや、証券
会社の口座での配当金の受け取りが可能となりました。
詳しくはお取引口座のある証券会社にご照会ください。

単元未満株式を保有されている株主様へ

単元未満株式(100株未満の株式)をお持ちの場合、当社に
対して以下の請求を行うことができます。
・単元未満株式の買取の請求(買取請求)
・単元株式に不足する数の株式の買増の請求(買増請求)
お手続きの詳細につきましては、証券会社の口座を利用さ
れている株主様は証券会社に、また、特別口座に記録されて
いる株主様は三菱UFJ信託銀行にお問い合わせください。

住所変更などのご連絡について

お取引口座のある証券会社にご照会ください。
●証券会社の口座を利用されている株主様

株券電子化前に「ほふり」（株式会社証券保管振替機構）を
利用されていない株主様には、法令に従い株主名簿管理人
である三菱UFJ信託銀行に特別口座を開設いたしておりま
す。左記の三菱UFJ信託銀行にご照会ください。

●特別口座に記録されている株主様

http://www.tr.mufg.jp/daikou/

http://www.takada.co.jp/

〒806-8567 北九州市八幡西区築地町1番1号

なお、やむを得ない事由により、電子公
告によることができない場合は、日本
経済新聞に掲載いたします。

■株主メモ ■株式事務手続き 第70 期 中間報告書
平成28年4月1日から平成28年9月30日まで

株主の皆様へ
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